
災害性腰痛の重症度と重量値の関係† 
 

岩 切 一 幸*1，三 木 圭 一*1，佐 々 木 毅*2 
腰痛の重症化を防ぐことは，その発生を抑えることと並んで，重要な労働安全衛生上の課題である．人力によ

る重量物の取り扱いは，腰痛の重症度を高める可能性がある．そこで本研究では，労働者死傷病報告（休業 4 日

以上）を用いて，持ち上げおよび運搬における重量値が，災害性腰痛の重症度に及ぼす影響について検討した．

対象は，2018 年および 2019 年における災害性腰痛 2,418 件とした．腰痛の重症度は休業見込日数により定義し，

4～7 日，8～14 日，15～30 日，≧31 日に分類した．取り扱い重量値は，<10kg，10～20kg，20～30kg，≧30kg
に分類した．解析では，多項ロジスティック回帰分析を用いて，休業見込日数と重量値との関係を検討した．そ

の結果，休業見込日数 4～7 日と比較して≧31 日のオッズ比は，取り扱い重量値が重くなるほど大きくなった．

特に，30kg 以上の重量値において，10kg 未満の重量値に比べ，オッズ比が有意に大きかった（OR：1.75，95% 
CI：1.11～2.77）．一方，休業見込日数 8～14 日および 15～30 日では，休業見込日数 4～7 日と比較して重量値

との間に有意な関係は認められなかった．重い重量物の取り扱いは，災害性腰痛の重症度を高め，休業期間を延

長させる要因になると示唆される． 
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1．はじめに 

 
腰痛の重症化を防ぐことは，その発生予防と同様に，

労働安全衛生上の重要な課題である 1-4)．この問題に取り

組むことは，労働者の早期職場復帰に貢献するとともに，

労災補償費用の削減と労働生産性の維持につながる． 
労働災害である労働者死傷病報告（休業 4 日以上）に

おける業務上腰痛は，業務上疾病の約 60%を占めており

5)，その約 16%は 1 か月以上の欠勤につながる重度の腰

痛となっている 6)．また，業務上腰痛の約 25%は，持ち

上げや運搬などの重量物の取り扱いにより発生している

7)．この対策として，厚生労働省「職場における腰痛予防

対策指針」8)では，取り扱い可能な最大重量値を男性が体

重の 40%まで，女性が 24%までと制限している．しかし，

この制限だけでは，腰痛を十分に予防できていない． 
先行研究によると，取り扱い重量値と腰痛との関係は，

十分に明らかにされていない 9-11)．しかし，人力での重

量物の取り扱いは腰痛の危険因子と考えられる 12-14)．ま

た，より重い重量物を取り扱うことは，腰部椎間板圧縮

力の負荷を増大させると報告されている 15-17)．これらの

ことから，取り扱い重量値が増えると，腰痛の重症度が

高まる可能性がある．しかし，近年の労働衛生研究にお

いて，腰痛の重症度と重量値との関係を検討した研究は

ない． 
労働現場において労働災害が発生した場合，事業主が

労働者死傷病報告を労働基準監督署に報告することが義

務付けられている．この報告は，休業 4 日以上と休業 4
日未満の 2 つに分けられる．前者は，より重篤とみなさ

れ，休業見込日数，災害発生状況および原因などの詳細

な情報を報告する必要がある．休業見込日数は，医師の

診断による療養期間に基づいて決定され，その日数が長

いほど傷害が重症であることを示す．また，重量物の取

り扱いによる労働災害では，発生時の状況を自由記述や

略図を用いて説明する必要があり，特に取り扱い重量値

や作業姿勢などの情報を記入することになっている． 
労働災害である業務上腰痛には，負傷に起因する災害

性腰痛と負傷によらない非災害性腰痛がある 18)．前者は

突発的な出来事によって生じる腰痛，後者は日々の繰り

返し作業などによって生じる腰痛となっている．業務上

腰痛に占める災害性腰痛の割合は約 99.4%，非災害性腰

痛の割合は約 0.6%である 6)．この災害性腰痛と非災害性

腰痛では，発症メカニズムが異なると考えられている

19,20)． 
そこで本研究では，業務上腰痛の大半を占める災害性

腰痛に着目し，持ち上げおよび運搬作業における重量値

が，休業見込日数で定義される災害性腰痛の重症度に及

ぼす影響について検討した． 
 

2．方法 
 
1）対象 
対象は，2018 年および 2019 年の労働者死傷病報告

（休業 4 日以上）における業務上腰痛 10,208 件（災害

性腰痛 10,148 件，非災害性腰痛 60 件）とした．この内，

重複記載のあった 20 件，記載情報が不十分な 335 件，

重量値が未記載の 2,623 件，持ち上げおよび運搬以外の

4,802 件，またこれらの条件に含まれなかった残りの非

災害性腰痛 10 件（計 60 件）を除外した．その結果，最

終的な解析データは 2,418 件となり，さらに取り扱い重

量値により 4 つのグループに分類した． 
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休業見込日数を定めるマニュアルなどはなく，医師と患

者が相談して決定されているためである．腰痛は一般的

に再発が多くみられるが，個人を追跡する書式にはなっ

ていないため，今回の腰痛が初めて発生したのかまたは

再発したのかは不明である． 
 以上のことから，1986・1988 年調査 2)および 2004 年

調査 3)と比較して，2018 年および 2019 年では，保健衛

生業において業務上腰痛が多発していた．また，労働者

数 10～49 人の事業場，女性労働者，経験年数 1 年未満

の者において業務上腰痛が多発していた．さらに，休業

見込日数が 2 週間以内といった比較的短期間の腰痛が多

く発生していた．業務上腰痛件数を減少させるには，こ

れらの属性の発生状況を勘案した対策を実施していく必

要がある．特に労働者数 50 人未満の事業場では，産業

医や衛生管理者の選任義務がないため，適宜，労働安全

衛生に関する専門家による指導・教育などを実施し，職

場環境や個人の働き方に合った改善をはかることが必要

と思われる． 
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本研究はヘルシンキ宣言の原則に沿って実施し，オプ

トアウト・アプローチを採用した．倫理的承認は，労働

安全衛生総合研究所の研究倫理審査委員会の承認を得て

実施した（通知番号：2021N07）． 
 
2）調査項目 
調査項目は，労働者死傷病報告（休業 4 日以上）に記

載されている性別，年齢，業種，休業見込日数，災害発

生状況および原因（重量値と作業姿勢）とした．休業見

込日数は，医師の診断に基づいた回復見込み期間であり

21），日数が長いほど重度な腰痛とみなせる．このことか

ら，この日数を腰痛の重症度とみなし，4～7 日，8～14
日，15～30 日，≧31 日に分類した．災害発生状況およ

び原因では，自由記述および略図から，重量値および作

業姿勢に関する情報を抽出した． 
持ち上げおよび運搬作業は，0kg を超える物体を持ち

上げる，降ろす，運ぶ作業と定義し，物体を押す，引く，

転がすなどの作業は除外した．複数の労働者が作業を行

う場合は，総重量を作業員数で割り，一人当たりの取り

扱い重量値を算出した．重量値は，0kg を超える物体の

重量と定義し，<10kg（439 件），10～20kg（898 件），

20～30kg（611 件），≧30kg（470 件）の 4 つの重量値

グループに分類した．作業姿勢は，適切な姿勢とひねる，

前屈，中腰，その他の不適切な姿勢に分類した． 
 
3）解析 
解析では，4 つの重量値グループをχ²検定にて比較し

た．また，多項ロジスティック回帰分析にて，重量値と

休業見込日数との関係を検討し，オッズ比（OR）と 95%
信頼区間（95% CI）を算出した．多項ロジスティック回

帰分析における従属変数は休業見込日数（4～7 日［参照］，

8～14 日，15～30 日，≧31 日），独立変数は重量値（<10kg
［参照］，10～20kg，20～30kg，≧30kg），調整変数は

性別，年齢，業種，作業姿勢とした．これら全ての変数

は，カテゴリー変数とし，ダミー変数を割り当てた．独

立変数および調整変数の分散拡大係数（VIF）は 1.2 未

満であり，多重共線性がないことを確認した．統計解析

は，IBM SPSS Statistics Ver. 27 を用いて実施し，統計

的有意水準は危険率 5%未満に設定した． 
 

表 1 重量値ごとの労働者の基本情報における災害性腰痛件数 

 

n (%) <10kg
(n = 439)

10～20kg
(n = 898)

20～30kg
(n = 611)

≧30kg
(n = 470) p 値

性別

男 220 (50.1) 514 (57.2) 470 (76.9) 427 (90.9) <0.001
女 219 (49.9) 384 (42.8) 141 (23.1) 43 (9.1)

年齢
<30歳 95 (21.6) 184 (20.5) 132 (21.6) 97 (20.6) 0.802
30～39歳 107 (24.4) 238 (26.5) 161 (26.4) 144 (30.6)
40～49歳 127 (28.9) 257 (28.6) 166 (27.2) 118 (25.1)
50～59歳 66 (15.0) 140 (15.6) 94 (15.4) 76 (16.2)
≧60歳 44 (10.0) 79 (8.8) 58 (9.5) 35 (7.4)

業種

製造業 103 (23.5) 252 (28.1) 188 (30.8) 119 (25.3) <0.001
建設業 12 (2.7) 27 (3.0) 41 (6.7) 48 (10.2)
運輸交通業 43 (9.8) 124 (13.8) 100 (16.4) 104 (22.1)
貨物取扱業 13 (3.0) 36 (4.0) 18 (2.9) 12 (2.6)
商業 173 (39.4) 271 (30.2) 140 (22.9) 74 (15.7)
接客娯楽業 39 (8.9) 62 (6.9) 31 (5.1) 28 (6.0)
清掃・と畜業 16 (3.6) 20 (2.2) 19 (3.1) 20 (4.3)
その他の事業 40 (9.1) 106 (11.8) 74 (12.1) 65 (13.8)

作業姿勢

適切な姿勢 240 (54.7) 578 (64.4) 408 (66.8) 334 (71.1) <0.001
ひねる 63 (14.4) 96 (10.7) 55 (9.0) 37 (7.9)
前屈 34 (7.7) 77 (8.6) 36 (5.9) 20 (4.3)
中腰 41 (9.3) 52 (5.8) 41 (6.7) 30 (6.4)
その他 61 (13.9) 95 (10.6) 71 (11.6) 49 (10.4)

休業見込日数
4～7日 160 (36.4) 303 (33.7) 200 (32.7) 144 (30.6) 0.034
8～14日 128 (29.2) 274 (30.5) 155 (25.4) 125 (26.6)
15～30日 105 (23.9) 211 (23.5) 165 (27.0) 120 (25.5)
≧31日 46 (10.5) 110 (12.2) 91 (14.9) 81 (17.2)

p 値：χ2検定
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図 1 休業見込日数 8～14 日と重量値との関係 

 

 
図 2 休業見込日数 15～30 日と重量値との関係 

 

 
図 3 休業見込日数≧31 日と重量値との関係 

 
3．結果 

 
被災した労働者の平均年齢（標準偏差）は，40.8±12.6

歳（16～90 歳），平均休業見込日数は 22.5±28.3 日（4
～364 日）であった． 
重い重量物を取り扱う労働者は，軽い重量物を取り扱

う労働者と比較して男性の割合が多く，適切な姿勢にて

作業し，建設業および運輸交通業に従事していた（表 1）．
休業見込日数に関しては，重い重量物を取り扱う労働者

ほど，31 日以上の長期休業となる傾向が示された． 
多項ロジスティック回帰分析の結果，休業見込日数 8

～14 日（図 1）および 15～30 日（図 2）と重量値との

間に有意な関係は認められなかった．一方，休業見込日

数 31 日以上のオッズ比は，休業見込日数 4～7 日に比べ

て取り扱い重量値が重いほど大きくなった（図 3）．特に，

30kg 以上を取り扱う労働者は，10kg 未満に比べて有意

に大きいオッズ比を示した（OR：1.75，95% CI：1.11～
2.77，p = 0.016）．また，20～30kg を取り扱う労働者は，

統計的有意差は得られなかったものの，10kg 未満に比べ

てオッズ比が大きくなる傾向が示された（OR：1.51，95% 
CI：0.98～2.31，p = 0.060）．  
 

4．考察 
 
 本研究では，持ち上げおよび運搬作業における重量値

が，休業見込日数で示される災害性腰痛の重症度に及ぼ

す影響について検討した．その結果，重量値は 30 日以

下の休業見込日数と関連しなかった．しかし，31 日以上

の長期休業と関連し，特に 30kg 以上の重量物を取り扱

う労働者は長期休業が顕著であった． 
 急性腰痛である災害性腰痛の発症メカニズムは未だ不

明であるものの，痛みの主な原因として椎間板 22,23），椎

間関節 24)，仙腸関節 25,26)，筋・筋膜 27,28)の損傷または炎

症などがあると考えられている．また，生体力学的研究

では，取り扱い重量値が増えると腰部椎間板圧縮力が高

まり，椎間板，椎間関節，仙腸関節およびそれらに関連

する筋膜への損傷を悪化させる可能性がある 15-17）．これ

らのことから，取り扱い重量値が増えると，これらの構

造へのストレスが大きくなり，より深刻な損傷につなが

り，腰痛の重症化や長期休業につながると示唆される． 
一方，本研究では，取り扱う重量値と 30 日以下の休

業見込日数との間に有意な関係は認められなかった．我

が国では，休業見込日数を決定する際に標準化されたガ

イドラインなどはない．このことから，一般に医師は患

者と相談しながらその日数を決定している．ぎっくり腰

とも呼ばれる急性腰痛症は，通常数日から 4 週間以内に

治まるが 29,30)，場合によっては 1 か月以上続くこともあ

る 31-33)．この腰痛が長期化する原因は不明であるが，椎

間板ヘルニア 34)，脊柱管狭窄症 35)，骨粗鬆症 36)などの

併発に加え，心理的および心理社会的要因 37,38)の関与が

考えられる．これらの点を明らかにするには，さらなる

検討が必要であるが，30 日以内の腰痛は，少なくとも取

り扱い重量値に大きな影響を受けないと思われる． 
本研究にはいくつかの限界がある．1 つ目は，全ての

腰痛が労働災害として報告されているわけではない．労

働災害の申請手続きは時間がかかることが多く，報告を

省略する人もいる．このことから，本研究は，申請され

た災害性腰痛の結果のみを反映している．2 つ目は，重

量値を記載していない報告が 2,623 件もあった．もし，

この欠損データが異なる傾向を示していれば，結果に影

響する可能性がある．このことから，本研究の結果は，

重量値が記載された報告にのみ適用される．3 つ目は，

急性腰痛である災害性腰痛にのみ焦点を当てている点で

ある．慢性腰痛である非災害性腰痛に関しては，別途分

析が必要となる．4 つ目は，持ち上げおよび運搬作業の
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本研究はヘルシンキ宣言の原則に沿って実施し，オプ

トアウト・アプローチを採用した．倫理的承認は，労働

安全衛生総合研究所の研究倫理審査委員会の承認を得て

実施した（通知番号：2021N07）． 
 
2）調査項目 
調査項目は，労働者死傷病報告（休業 4 日以上）に記

載されている性別，年齢，業種，休業見込日数，災害発

生状況および原因（重量値と作業姿勢）とした．休業見

込日数は，医師の診断に基づいた回復見込み期間であり

21），日数が長いほど重度な腰痛とみなせる．このことか

ら，この日数を腰痛の重症度とみなし，4～7 日，8～14
日，15～30 日，≧31 日に分類した．災害発生状況およ

び原因では，自由記述および略図から，重量値および作

業姿勢に関する情報を抽出した． 
持ち上げおよび運搬作業は，0kg を超える物体を持ち

上げる，降ろす，運ぶ作業と定義し，物体を押す，引く，

転がすなどの作業は除外した．複数の労働者が作業を行

う場合は，総重量を作業員数で割り，一人当たりの取り

扱い重量値を算出した．重量値は，0kg を超える物体の

重量と定義し，<10kg（439 件），10～20kg（898 件），

20～30kg（611 件），≧30kg（470 件）の 4 つの重量値

グループに分類した．作業姿勢は，適切な姿勢とひねる，

前屈，中腰，その他の不適切な姿勢に分類した． 
 
3）解析 
解析では，4 つの重量値グループをχ²検定にて比較し

た．また，多項ロジスティック回帰分析にて，重量値と

休業見込日数との関係を検討し，オッズ比（OR）と 95%
信頼区間（95% CI）を算出した．多項ロジスティック回

帰分析における従属変数は休業見込日数（4～7 日［参照］，

8～14 日，15～30 日，≧31 日），独立変数は重量値（<10kg
［参照］，10～20kg，20～30kg，≧30kg），調整変数は

性別，年齢，業種，作業姿勢とした．これら全ての変数

は，カテゴリー変数とし，ダミー変数を割り当てた．独

立変数および調整変数の分散拡大係数（VIF）は 1.2 未

満であり，多重共線性がないことを確認した．統計解析

は，IBM SPSS Statistics Ver. 27 を用いて実施し，統計

的有意水準は危険率 5%未満に設定した． 
 

表 1 重量値ごとの労働者の基本情報における災害性腰痛件数 

 

n (%) <10kg
(n = 439)

10～20kg
(n = 898)

20～30kg
(n = 611)

≧30kg
(n = 470) p 値

性別

男 220 (50.1) 514 (57.2) 470 (76.9) 427 (90.9) <0.001
女 219 (49.9) 384 (42.8) 141 (23.1) 43 (9.1)

年齢
<30歳 95 (21.6) 184 (20.5) 132 (21.6) 97 (20.6) 0.802
30～39歳 107 (24.4) 238 (26.5) 161 (26.4) 144 (30.6)
40～49歳 127 (28.9) 257 (28.6) 166 (27.2) 118 (25.1)
50～59歳 66 (15.0) 140 (15.6) 94 (15.4) 76 (16.2)
≧60歳 44 (10.0) 79 (8.8) 58 (9.5) 35 (7.4)

業種

製造業 103 (23.5) 252 (28.1) 188 (30.8) 119 (25.3) <0.001
建設業 12 (2.7) 27 (3.0) 41 (6.7) 48 (10.2)
運輸交通業 43 (9.8) 124 (13.8) 100 (16.4) 104 (22.1)
貨物取扱業 13 (3.0) 36 (4.0) 18 (2.9) 12 (2.6)
商業 173 (39.4) 271 (30.2) 140 (22.9) 74 (15.7)
接客娯楽業 39 (8.9) 62 (6.9) 31 (5.1) 28 (6.0)
清掃・と畜業 16 (3.6) 20 (2.2) 19 (3.1) 20 (4.3)
その他の事業 40 (9.1) 106 (11.8) 74 (12.1) 65 (13.8)

作業姿勢

適切な姿勢 240 (54.7) 578 (64.4) 408 (66.8) 334 (71.1) <0.001
ひねる 63 (14.4) 96 (10.7) 55 (9.0) 37 (7.9)
前屈 34 (7.7) 77 (8.6) 36 (5.9) 20 (4.3)
中腰 41 (9.3) 52 (5.8) 41 (6.7) 30 (6.4)
その他 61 (13.9) 95 (10.6) 71 (11.6) 49 (10.4)

休業見込日数
4～7日 160 (36.4) 303 (33.7) 200 (32.7) 144 (30.6) 0.034
8～14日 128 (29.2) 274 (30.5) 155 (25.4) 125 (26.6)
15～30日 105 (23.9) 211 (23.5) 165 (27.0) 120 (25.5)
≧31日 46 (10.5) 110 (12.2) 91 (14.9) 81 (17.2)

p 値：χ2検定
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本研究はヘルシンキ宣言の原則に沿って実施し，オプ

トアウト・アプローチを採用した．倫理的承認は，労働

安全衛生総合研究所の研究倫理審査委員会の承認を得て

実施した（通知番号：2021N07）． 
 
2）調査項目 
調査項目は，労働者死傷病報告（休業 4 日以上）に記

載されている性別，年齢，業種，休業見込日数，災害発

生状況および原因（重量値と作業姿勢）とした．休業見

込日数は，医師の診断に基づいた回復見込み期間であり

21），日数が長いほど重度な腰痛とみなせる．このことか

ら，この日数を腰痛の重症度とみなし，4～7 日，8～14
日，15～30 日，≧31 日に分類した．災害発生状況およ

び原因では，自由記述および略図から，重量値および作

業姿勢に関する情報を抽出した． 
持ち上げおよび運搬作業は，0kg を超える物体を持ち

上げる，降ろす，運ぶ作業と定義し，物体を押す，引く，

転がすなどの作業は除外した．複数の労働者が作業を行

う場合は，総重量を作業員数で割り，一人当たりの取り

扱い重量値を算出した．重量値は，0kg を超える物体の

重量と定義し，<10kg（439 件），10～20kg（898 件），

20～30kg（611 件），≧30kg（470 件）の 4 つの重量値

グループに分類した．作業姿勢は，適切な姿勢とひねる，

前屈，中腰，その他の不適切な姿勢に分類した． 
 
3）解析 
解析では，4 つの重量値グループをχ²検定にて比較し

た．また，多項ロジスティック回帰分析にて，重量値と

休業見込日数との関係を検討し，オッズ比（OR）と 95%
信頼区間（95% CI）を算出した．多項ロジスティック回

帰分析における従属変数は休業見込日数（4～7 日［参照］，

8～14 日，15～30 日，≧31 日），独立変数は重量値（<10kg
［参照］，10～20kg，20～30kg，≧30kg），調整変数は

性別，年齢，業種，作業姿勢とした．これら全ての変数

は，カテゴリー変数とし，ダミー変数を割り当てた．独

立変数および調整変数の分散拡大係数（VIF）は 1.2 未

満であり，多重共線性がないことを確認した．統計解析

は，IBM SPSS Statistics Ver. 27 を用いて実施し，統計

的有意水準は危険率 5%未満に設定した． 
 

表 1 重量値ごとの労働者の基本情報における災害性腰痛件数 

 

n (%) <10kg
(n = 439)

10～20kg
(n = 898)

20～30kg
(n = 611)

≧30kg
(n = 470) p 値

性別

男 220 (50.1) 514 (57.2) 470 (76.9) 427 (90.9) <0.001
女 219 (49.9) 384 (42.8) 141 (23.1) 43 (9.1)

年齢
<30歳 95 (21.6) 184 (20.5) 132 (21.6) 97 (20.6) 0.802
30～39歳 107 (24.4) 238 (26.5) 161 (26.4) 144 (30.6)
40～49歳 127 (28.9) 257 (28.6) 166 (27.2) 118 (25.1)
50～59歳 66 (15.0) 140 (15.6) 94 (15.4) 76 (16.2)
≧60歳 44 (10.0) 79 (8.8) 58 (9.5) 35 (7.4)

業種

製造業 103 (23.5) 252 (28.1) 188 (30.8) 119 (25.3) <0.001
建設業 12 (2.7) 27 (3.0) 41 (6.7) 48 (10.2)
運輸交通業 43 (9.8) 124 (13.8) 100 (16.4) 104 (22.1)
貨物取扱業 13 (3.0) 36 (4.0) 18 (2.9) 12 (2.6)
商業 173 (39.4) 271 (30.2) 140 (22.9) 74 (15.7)
接客娯楽業 39 (8.9) 62 (6.9) 31 (5.1) 28 (6.0)
清掃・と畜業 16 (3.6) 20 (2.2) 19 (3.1) 20 (4.3)
その他の事業 40 (9.1) 106 (11.8) 74 (12.1) 65 (13.8)

作業姿勢

適切な姿勢 240 (54.7) 578 (64.4) 408 (66.8) 334 (71.1) <0.001
ひねる 63 (14.4) 96 (10.7) 55 (9.0) 37 (7.9)
前屈 34 (7.7) 77 (8.6) 36 (5.9) 20 (4.3)
中腰 41 (9.3) 52 (5.8) 41 (6.7) 30 (6.4)
その他 61 (13.9) 95 (10.6) 71 (11.6) 49 (10.4)

休業見込日数
4～7日 160 (36.4) 303 (33.7) 200 (32.7) 144 (30.6) 0.034
8～14日 128 (29.2) 274 (30.5) 155 (25.4) 125 (26.6)
15～30日 105 (23.9) 211 (23.5) 165 (27.0) 120 (25.5)
≧31日 46 (10.5) 110 (12.2) 91 (14.9) 81 (17.2)

p 値：χ2検定
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みを対象にしている点である．重量物を押したり，転が

したりする作業に関しては，別途検討が必要である．5 つ

目は，記録された休業見込日数は，必ずしも実際の休業

日数と一致するとは限らない．先行研究では，労働者の

約 70%が公式記録よりも長い欠勤を経験していた 21)．こ

のことから，本研究の結果は腰痛の重症度を過小評価し

ている可能性がある．これらの限界を克服し，研究結果

の包括性を高めるためには，さらなる研究が必要と考え

る． 
上記のように，本研究には一定の限界があるものの，

注目すべき強みもある．それは，全国の労働災害データ

を対象としている点である．また，重量物取り扱い作業

に従事し，休業期間が短い労働者を参照群としたにも関

わらず，重量値と休業見込日数との間に有意な関係が認

められたことは，注目に値する知見である． 
以上のことから，30 日以下の休業と取り扱い重量値と

の間に有意な関係は認められなかった．これは，ぎっく

り腰とも呼ばれる急性腰痛症が取り扱い重量値に大きな

影響を受けないことを示唆する．一方，31 日以上の長期

休業は，取り扱い重量値と関連し，特に 30kg 以上の重

量値において顕著に現れた．これは，30kg 以上の重量物

の取り扱いにおいて，深刻な腰部損傷のリスクが高まる

ことを示唆する．したがって，取り扱い重量値が重くな

るほど，災害性腰痛は重症化し，長期休業になると示唆

される．この重症化を防止するには，機器の使用，複数

人での作業，荷物の細分化などにより，取り扱う重量を

軽く抑えることが必要と思われる． 
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